
貸 借 対 照 表
（2026年２月28日現在）

（単位：百万円）

資  産   の   部 負   債   の   部

科    目 金    額 科    目 金    額

流 動 資 産 81,486 流 動 負 債 126,861

現 金 及 び 預 金 71,551 短 期 借 入 金 124,950

前 払 費 用 26 未 払 金 1,745

短 期 貸 付 金 8,693 未 払 費 用 62

未 収 入 金 120 役 員 賞 与 引 当 金 13

そ の 他 1,092 未 払 法 人 税 等 63

固 定 資 産 132,614 そ の 他 26

有 形 固 定 資 産 12 固 定 負 債 9,217

工 具 、 器 具 及 び 備 品 12 長 期 借 入 金 9,217

無 形 固 定 資 産 17

ソ フ ト ウ エ ア 17

投 資 そ の 他 の 資 産 132,584 負 債 合 計 136,078

関 係 会 社 株 式 131,892 純 資 産 の 部

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 400 株 主 資 本 78,022

繰 延 税 金 資 産 190 資 本 金 7,868

そ の 他 101 資 本 剰 余 金 63,687

資 本 準 備 金 37,045

そ の 他 資 本 剰 余 金 26,642

利 益 剰 余 金 6,466

そ の 他 利 益 剰 余 金 6,466

  繰 越 利 益 剰 余 金 6,466

純 資 産 合 計 78,022

資 産 合 計 214,101 負 債 及 び 純 資 産 合 計 214,101



損 益 計 算 書

（ 2025年３月
2026年２月

１
28

日から
日まで ）

（単位：百万円）

科         目 金         額

営 業 収 益 16,400

営 業 総 利 益 16,400

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,989

営 業 利 益 9,411

営 業 外 収 益

受 取 利 息 57

雇 用 調 整 助 成 金 46

そ の 他 13 118

営 業 外 費 用

支 払 利 息 584

株 式 譲 渡 損 4 588

経 常 利 益 8,940

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 損 9

関 係 会 社 株 式 評 価 損 10,001

株 式 譲 渡 損 295 10,306

税 引 前 当 期 純 利 益 △1,365

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3

法 人 税 等 調 整 額 △147 △143

当 期 純 利 益 △1,222



株主資本等変動計算書

（ 2025年３月
2026年２月

１
28

日から
日まで ）

（単位：百万円）

株    主    資    本

資  本  金
資  本  剰  余  金

資 本 準 備 金
そ  の  他
資本剰余金

資本剰余金合計

当 期 首 残 高 7,792 36,969 26,641 63,611

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 76 76 76

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分 2 2

自 己 株 式 の 消 却 △2 △2

株主資本以外の項目の当期変動
額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 76 76 0 76

当 期 末 残 高 7,868 37,045 26,642 63,687

株   主   資   本

新 株予
約 権

純資産合計

利益剰余金

自己株式
株主資本
合 計

そ  の  他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 15,243 15,243 △6,190 80,456 114 80,571

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 152 152

剰 余 金 の 配 当 △7,555 △7,555 △7,555 △7,555

当 期 純 利 益 △1,222 △1,222 △1,222 △1,222

自 己 株 式 の 取 得 △1 △1 △1

自 己 株 式 の 処 分 6,189 6,192 6,192

自 己 株 式 の 消 却 2 － －

株主資本以外の項目の当期変動
額 （ 純 額 ）

△114 △114

当 期 変 動 額 合 計 △8,777 △8,777 6,190 △2,434 △114 △2,548

当 期 末 残 高 6,466 6,466 － 78,022 － 78,022



個 別 注 記 表

1. 重要な会計方針

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式 … 移動平均法による原価法を採用しております。

②その他有価証券

  市場価格のない株式等以外のもの
… 決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しておりま

す。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定しております｡）

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯 蔵 品… 最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

（3）固定資産の減価償却方法

① 有形固定資産（リース

資 産 を 除 く ）
…… 定率法によっております。

但し、2016年４月1日以降取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法によっております。

② 無 形 固 定 資 産…… 定額法によっております。

但し、ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。

（4）引当金の計上方法

役 員 賞 与 引 当 金…… 取締役及び執行役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当事

業年度末における業績を勘案した支給見込額に基づき計上しておりま

す。

（5）重要な収益及び費用の計上基準

当社の収益は、主に子会社からの受取配当金及び経営指導料となります。受取配当金については、配当

金の効力発生日をもって認識しております。当社は、グループ会社への経営管理等を行うことを履行義務

として識別しており、当該履行義務は時の経過につれて充足されるため、提供する契約期間にわたって収

益を認識しております。

2. 会計方針の変更等に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下

「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。法人税等の計上区分（そ

の他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書き

に定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号

2022年10月28日。）第65－２項(２)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該

会計方針の変更による当事業年度の計算書類への影響はありません。



3． 会計上の見積りに関する注記

関係会社株式の評価

(1)当事業年度に計算書類に計上した金額

  関係会社株式(親会社株式除く)     128,504百万円
関係会社株式評価損            10,001百万円

  
(2)重要な会計上の見積りの内容に関する情報

（a）算出方法

当社が保有する関係会社株式のうち市場価格のない株式等の評価において、関係会社の財政状態の悪化

により実質価額が著しく下落したときは、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、相当

の減額を行い、評価差額は当事業年度の損失として処理しております。実質価額は、関係会社の直近の１株

当たりの実質純資産額に所有株式数を乗じた金額とし、著しい低下とは実質価額が簿価に比べて50％程度

以上低下した場合としております。

（b）主要な仮定

実質価額に超過収益力を加味する場合には、発行会社の財政状態のみならず、将来の事業計画に基づく

超過収益力を反映して実質価額の著しい低下の有無を判断しております。なお、当該事業計画には、売上高

成長率及び粗利率の改善を主要な仮定として織り込んでおります。

（c）翌事業年度の計算書類に与える影響

これらの主要な仮定は、経済環境等の変化によって影響を受ける可能性があり、見直しが必要となった場

合には、翌事業年度の減損損失の認識の要否の判定および測定される減損損失の金額に、重要な影響を及

ぼす可能性があります。

4. 追加情報

(1)従業員等に信託を通じて親会社の株式を交付する取引

株式給付信託（従業員持株会処分型）

当社は、2023年４月より「株式給付信託（従業員持株会処分型）」（2015年10月、2020年10月に

導入した「従業員持株ＥＳＯＰ信託」と同様の従業員インセンティブ・プランであり、以下、「本制度」とい

う。）を再導入しております。

① 株式給付信託（従業員持株会処分型）の概要

本制度は、「ウエルシアホールディングス従業員持株会」（以下、「当社持株会」という。）に加入するす

べての従業員を対象に、親会社株式の株価上昇メリットを還元するインセンティブ・プランです。本制

度の導入にあたり、当社は、当社を委託者、みずほ信託銀行株式会社（以下、「受託者」という。）を受

託者とする「株式給付信託（従業員持株会処分型）契約書」（以下、「本信託契約」という。）を締結しま

す（以下、本信託契約に基づいて設定される信託を「本信託」という。）。

当該信託は今後５年間にわたり当社持株会が取得すると見込まれる数の親会社株式を予め定める

取得期間中に取得します。その後、当該信託は親会社株式を毎月一定日に当社持株会に売却いたし

ます。信託終了時に、株価の上昇により信託収益がある場合には、受益者たる従業員の拠出割合に応

じて金銭が分配されます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る場合には、

金銭消費貸借契約の保証条項に基づき、当社が銀行に対して一括して弁済するため、従業員の追加

負担はありません。

② 信託に残存する親会社株式

信託に残存する親会社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、資産の部

に関係会社株式として計上しております。当該関係会社株式の帳簿価額及び株式数は、当事業年度

末3,387百万円、1,304千株であります。

③ 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

当事業年度末4,639百万円

5. 記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。

6. 貸借対照表に関する注記

（1）有形固定資産の減価償却累計額 20百万円

（2）関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 7,880百万円

短期金銭債務 118,539百万円

（3）親会社株式



投資その他の資産(関係会社株式) 3,387百万円
    

7. 損益計算書に関する注記

   関係会社との取引高

営業取引          営業収益 16,317百万円

        販売費及び一般管理費 3,110百万円

営業取引以外の取引高 営業外収益 48百万円

                営業外費用 483百万円

8. 株主資本等変動計算書に関する注記

   １． 当事業年度末における発行済株式数

普通株式 209,708,130株 株

  2． 配当金に関する事項

（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2025年４月11日

取締役会（注１）
普通株式 3,774 18.00 2025年２月28日 2025年５月12日

2025年10月8日

取締役会（注２）
普通株式 3,776 18.00 2025年８月31日 2025年11月10日

2026年2月19日

臨時株主総会

（注3）

普通株式 3 ―            ― 2026年2月19日

   (注１) 配当金の総額には、株式給付信託（従業員持株会処分型）及び役員報酬ＢＩＰ信託が保有する自社の株式
に対する配当金38百万円が含まれております。

(注２) 配当金の総額には、株式給付信託（従業員持株会処分型）及び役員報酬ＢＩＰ信託が保有する自社の株式
に対する配当金30百万円が含まれております。

(注3) 2026年2月19日開催の臨時株主総会において、当社保有の株式会社ツルハホールディングスの株
式を現物配当することを決議しております。なお、基準日は設定しておりません。配当の効力発生日時
点の株主へ配当を実施しております。

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

    特記すべき事項はありません。

9. 税効果会計に関する注記

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未 払 事 業 税 20百万円

株 式 譲 渡 損 93百万円

欠 損 金 194百万円

関 係 会 社 株 式 評 価 損 3,641百万円

そ の 他 1百万円

繰延税金資産小計 3,950百万円

評 価 性 引 当 額 △3,734百万円

繰延税金資産合計 215百万円

繰延税金負債

株式給付信託（従業員持株会処分型） △25百万円

繰延税金負債合計 △25百万円

繰延税金資産の純額 190百万円

（2）決算日後における法人税等の税率の変更

「所得税法等の一部を改正する法律（令和7年法律一三）」が2025年3月31日に国会で成立したことに

伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より防衛特別法人税が新設されることとなりました。

これに伴い、2027年３月１日以後開始する事業年度において解消が見込まれる一時差異等については、

繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率は30.62％から31.52％に変更し計算してお

ります。変更後の法定実効税率を当事業年度末に適用した場合、繰延税金資産の金額（繰延税金負債を控

除した金額）が４百万円増加し、法人税等調整額（借方）が４百万円減少しました。



10. 金融商品に関する注記

   (1) 金融商品の状況に関する事項

     ① 金融商品に対する取組方針

          当社は、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、資金調達については銀行借入

や社債発行による方針であります。
          また、全体の資金効率を高めることを目的としてＣＭＳ(キャッシュ・マネジメント・システム)を導入し、

必要資金については当社が銀行等金融機関から調達し、事業子会社の余剰資金と合わせてグループ全

体で運用しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

短期貸付金は、余剰資金の運用を目的としたものであり、金利の変動リスクに晒されております。

関係会社株式は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

長期借入金は、設備資金の調達を目的としたものであり、金利の変動リスクに晒されております。

短期貸付金については、貸付先が子会社であり、貸付日において貸付金利を把握しております。

関係会社株式については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。

長期借入金については、月次単位で資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

           金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された
価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件

を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

   (2) 金融商品の時価等に関する事項

      当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(単位：百万円)

貸借対照表計上額 時価 差額

関係会社株式(※2) 3,387 3,387 －

資産計 3,387 3,387 －

長期借入金(※3) 16,535 16,431 △103

負債計 16,535 16,431 △103

(※1)「現金及び預金」「短期貸付金」「未収入金」「短期借入金」「未払金」「未払費用」「未払法人税等」について

は、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、

記載を省略しております。

(※2)市場価格のない株式等は、「関係会社株式」には含めておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額

は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

区分 当事業年度

関係会社株式 128,504

(※3)長期借入金については、１年以内返済予定長期借入金を含めて表示しております。
   

   (3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

      金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

    レベル１の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の

算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

    レベル２の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価

    レベル３の時価： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価の算定に重要な影響を与

えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルの

うち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価で貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

関係会社株式 3,387 － － 3,387

資産計 3,387 － － 3,387

② 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

長期借入金 － 16,431 － 16,431

負債計 － 16,431 － 16,431



     (注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

関係会社株式

         上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その

時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金
         長期借入金の時価については、固定金利については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場

合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、変動金利については、時価は帳簿価額

にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており、レベル２の時価に分類しております。

11. 関連当事者との取引に関する注記

（1）親会社及び法人主要株主等
（単位：百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の
所有（被所
有)割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額 科目 期末残高

親会社 イオン㈱
被所有間接
50.47％

消費寄託
ロイヤルティ
の支払、
役員の兼務等

消費寄託
消費寄託の返還

利息の受取
ロイヤルティ

の支払
(注)1,2

10,000
15,000

0
2,724

未収利息
未払金

1
1,504

＜取引条件及び取引条件の決定方針等＞

（注）1．消費寄託の金利条件については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
2．ロイヤルティについては、双方協議のうえ、取締役会にて決定しております。

（2）子会社及び関連会社等
（単位：百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の
所有（被所
有)割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額 科目 期末残高

子会社 ウエルシア薬局㈱
所有直接
100.0％

経営指導、
資金の借入、
役員の兼務等

経営指導料
資金の借入
利息の支払
(注)1,2

5,595
86,656

469

―
短期借入金
未 払 費 用

―
116,331

44

子会社 丸大サクラヰ薬局㈱
所有直接
100.0％

資金の貸付
資金の貸付
利息の受取

(注)2

2,639
16

短期貸付金
未 収 利 息

796
1

＜取引条件及び取引条件の決定方針等＞

（注）1．経営指導料等については、双方協議のうえ合理的に決定しております。

2．当社はＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）を導入しており、子会社との資金貸借取引は、ＣＭＳに

係るものであります。金利条件については、金利情勢に基づいて決定しております。なお、取引金額は

期中平均残高を記載しております。



12. 収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針 ⑸ 重要な収益及

び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

13. １株当たり情報に関する注記

（1） １株当たり純資産額 372円05銭

（2） １株当たり当期純利益 △5円87銭

     １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

損益計算書上の当期純利益 △1,222百万円

普通株式に係る当期純利益 △1,222百万円

普通株式の期中平均株式数 208,389,763株

（注） 株式給付信託（従業員持株会処分型）が保有する自己株式を期中平均株式数の計算において控
除する自己株式数（1,368,759株）に含めております。

14. 重要な後発事象に関する注記

特記すべき事項はありません。


